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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第10期

第１四半期
連結累計期間

第11期
第１四半期
連結累計期間

第10期

会計期間
自 2023年２月１日
至 2023年４月30日

自 2024年２月１日

至 2024年４月30日

自 2023年２月１日

至 2024年１月31日

売上高 (千円) 217,582 1,745,022 7,129,535

経常利益又は経常損失(△) (千円) △31,161 △16,281 675,170

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期
純損失(△)

(千円) △20,073 △48,224 106,202

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △20,073 △47,793 549,461

純資産額 (千円) 784,617 3,161,853 3,473,462

総資産額 (千円) 1,273,788 16,708,438 16,200,301

１株当たり当期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

(円) △7.17 △17.10 37.85

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 61.6 5.4 5.8
 

 
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第10期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。第11期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株

当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの収束やインバウンド増加、国内需要の

回復等による社会経済活動の正常化が進み緩やかな回復傾向となりました。一方で、ロシア・ウクライナ情勢の長

期化に伴う資源価格高騰や中東などにおける地政学リスクの高まり等による経済活動への影響も大きく、先行きは

依然として不透明な状況が続いております。また、少子高齢化や人口減少を背景に労働生産性の向上を図っていく

ことが課題となっており、既存システムの刷新やデジタルトランスフォーメーション(DX)の推進によるIT投資需要

が高まっております。

このような環境の下、当社グループは、「テクノロジーでより面白く、より便利な世の中を創造する」というビ

ジョンのもと、映像ソフトウェア開発・AIといった技術領域や企業向けSaaS、太陽光発電設備の施工販売といった

ビジネス領域において、お客様にとって最大限の価値を創造できるようなサービスの提供に取り組んで参りまし

た。具体的には、ITソリューション事業、SaaS事業、再エネソリューション事業の３事業を展開しております。

当社グループは、ITソリューション事業において、主にエンタメ映像ソフトウェア開発やAI等のデジタル技術を

利用したシステム・アプリケーション開発を中心とした売上を計上しました。SaaS事業においては、人材派遣会社

向け管理システム「jobs」を中心に販売実績を積み重ねてきました。再エネソリューション事業においては、太陽

光発電設備の施工・販売による売上を計上しました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高が、1,745,022千円（前年同四半

期比802.01％）、営業損失は、15,801千円（前年同四半期は30,718千円）、経常損失は、16,281千円（同31,161千

円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は、48,224千円（同20,073千円）となりました。

各セグメントの業績は以下のとおりであります。

 

(ITソリューション事業)

ITソリューション事業においては、①エンタメ映像ソフトウェア開発、②AI等のデジタル技術を利用したシス

テム・アプリケーション開発を中心に展開しており、売上は堅調に推移しております。

その結果、売上高は、129,599千円（前年同四半期比72.15％）、セグメント利益は、3,095千円（前年同四半期比

84.27％）となりました。

 
(SaaS事業)

SaaS事業においては、主に自社プロダクトである人材派遣会社向け管理システム「jobs」の開発及び販売をして

おります。世界的な物価高騰等の影響下において多くの人材派遣会社がコスト削減を強いられる中、当社システム

は価格体系において月額３万円である事から、時代の流れやお客様のニーズに合う製品となっており、新規顧客を

獲得することができております。当第１四半期連結累計期間においては、「jobs」における解約等によりSaaS事業

の売上が減少する結果となりましたが、「Circle」においては前年同四半期より売上が増加しております。また、

引き続きカスタマーサポートの体制強化による解約率の改善に努め、代理店経由による販路の拡大を行っていく事

等により、今後も中長期的に堅調な成長が見込まれると思われます。

その結果、売上高は、33,865千円（前年同四半期比89.21％）、セグメント損失は、38,782千円（前年同四半期は

34,391千円）となりました。

 
(再エネソリューション事業)

再エネソリューション事業においては、現在社会全体としてSDGsの達成や、2050年までに温室効果ガスの排出を
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全体としてゼロにする「カーボンニュートラル」の実現に向けた取り組みが注目され、成長が見込まれる同業界に

おいて、長年の実績に基づくワンストップ体制でのサービスを提供しており、売上は堅調に推移しております。

その結果、売上高は、1,581,556千円、セグメント利益は、19,885千円となりました。

 

②財政状態に関する説明

(資産)

当第１四半期連結会計期間末の流動資産は、9,077,585千円となり、前連結会計年度末と比較して636,592千円の

増加となりました。これは主に、現金及び預金が1,743,224千円増加したこと等によるものであります。

固定資産は7,630,852千円となり、前連結会計年度末と比較して128,455千円の減少となりました。これは主に、

繰延税金資産が38,694千円減少したこと等によるものであります。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて508,137千円増加（前連結会計年度末比103.14％）し、16,708,438

千円となりました。

 
(負債)

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は8,204,033千円となり、前連結会計年度末と比較して1,483,893

千円の増加となりました。これは主に、資金調達に伴う短期借入金の増加210,799千円、前受金の増加965,812千円

等によるものであります。

固定負債は5,342,550千円となり、前連結会計年度末と比較して664,147千円の減少となりました。これは、返済

による長期借入金の減少391,668千円によるものであります。

この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて819,746千円増加（前連結会計年度末比106.44％）し、

13,546,584千円となりました。

 
(純資産)

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べて311,609千円減少（前連結会計年度末

比91.03％）し、3,161,853千円となりました。これは主に、非支配株主持分の減少276,768千円によるものでありま

す。この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末比0.47ポイント減少し、5.37％となりました。

 
(2) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 
(3) 優先的に対処すべき事業上及び財政上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更

及び新たに生じた問題はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社テクノロジーズ(E38256)

四半期報告書

 4/23



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,600,000

計 9,600,000
 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2024年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年６月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,820,400 2,820,400
東京証券取引所
グロース市場

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容として何ら
制限のない当社における標準
となる株式であります。ま
た、単元株式数は100株であり
ます。

計 2,820,400 2,820,400 － －
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

 

当社は、会社法に基づき新株予約権を発行しております。

 
決議年月日 2024年３月21日

新株予約権の数（個）※ 2,800

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 280,000　（注）６

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 5,300（注）９

新株予約権の行使期間 ※ 自 2024年４月９日 至  2027年４月８日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

（注）17

新株予約権の行使の条件 ※ 　各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 　本新株予約権は、割当予定先に対する第三者割当の方法

により発行されるものであり、かつ本新株予約権引受契約

において譲渡制限が付されており、当社の事前の承認な

く、割当予定先から第三者へは譲渡されません。
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組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※

（注）14

 

(注) １．本新株予約権の名称

　株式会社テクノロジーズ第１回新株予約権（以下「本新株予約権」という。）

２．本新株予約権の払込金額の総額

　　　金13,384,000円

３．申　込　期　日

　2024年４月８日

４．割当日及び払込期日

　2024年４月８日

５．募 集 の 方 法

　第三者割当ての方法により、以下の者に次のとおり割り当てる。

Long Corridor Alpha Opportunities Master Fund 2,240個

MAP246 Segregated Portfolio 560個

６．本新株予約権の目的である株式の種類及び数

(１)本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式280,000株とする（本新株予約権１個当た

りの目的たる株式の数（以下「割当株式数」という。）は、当社普通株式100株とする。）。但し、本項第

(２)号乃至第(５)号により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整

後割当株式数に応じて調整されるものとする。

(２)当社が当社普通株式の分割、無償割当て又は併合（以下「株式分割等」と総称する。）を行う場合には、

割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。

　　調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率

(３)当社が第10項の規定に従って行使価額（第９項第(２)号に定義する。）の調整を行う場合（但し、株式分

割等を原因とする場合を除く。）には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる

１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第10項に

定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

調整後割当株式数 ＝
調整前割当株式数　×　調整前行使価額

調整後行使価額
 

(４)本項に基づく調整において、調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事由に係る第10項第(２)号及び

第(５)号による行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

(５)割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予約権に

係る新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を行う旨及びその事由、調整前

割当株式数、調整後割当株式数並びにその適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、第10項第

(２)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日

以降速やかにこれを行う。

７．本新株予約権の総数

　2,800個

８．各本新株予約権の払込金額

　本新株予約権１個当たり金4,780円（本新株予約権の払込金額の総額　金13,384,000円）

９．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法

(１)各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、本新株予約権の行使に際して出

資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使価額」という。）に割当株式数を乗じた額とす

る。

(２)本新株予約権の行使価額は、5,300円とする。但し、行使価額は第10項の定めるところに従い調整されるも

のとする。

10．行使価額の調整

(１)当社は、当社が本新株予約権の発行後、本項第(２)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変

更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」とい

う。）をもって行使価額を調整する（以下、調整された後の行使価額を「調整後行使価額」、調整される前
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の行使価額を「調整前行使価額」という。）。

    
既発行

普通株式数
＋

新発行・処分
普通株式数

×
１株当たりの
払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行普通株式数＋  
新発行・処分
普通株式数

 

(２)行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定める

ところによる。

①　本項第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有

する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、当社普通株式の交付と引換え

に当社に取得され、若しくは当社に対して取得を請求できる証券、又は当社普通株式の交付を請求できる新

株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券若しくは権利の取得、転換若しくは行

使による場合を除く。）

調整後行使価額は、払込期日（払込期間を定めた場合はその最終日とする。）の翌日以降、又はかかる発行

若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを

適用する。

②　株式の分割により当社普通株式を発行する場合

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。

③　本項第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付と引換えに当社に取得さ

れ、若しくは当社に対して取得を請求できる証券を発行（無償割当の場合を含む。）する場合又は当社普通

株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その他の証券又は権利を

発行（無償割当の場合を含む。）する場合

調整後行使価額は、発行される証券、新株予約権又は権利の全てが当初の取得価額で取得され又は当初の行

使価額で行使され、当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものと

し、かかる証券若しくは権利の払込期日又は新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の割

当日の翌日以降、また、募集又は無償割当てのための基準日がある場合にはその日の翌日以降これを適用す

る。

④　当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）の取得と引換えに本項第(４)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、当該取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）に関して、当該調整前に上記③による行使価額の調整が行われている場合には、調整後行使価額は、

当該調整を考慮して算出するものとする。

⑤　本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締

役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後行使価額は、

当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認があっ

た日までに本新株予約権の行使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式

を交付する。

株式数 ＝

（調整前行使価額－調整後行使価額）×
調整前行使価額により

当該期間内に交付された株式数

調整後行使価額
 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。

(３)行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が0.1円未満にとどまる場合

は、行使価額の調整は行わない。但し、その後、行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調

整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額

を使用する。

(４)①　行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

②　行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日（但し、上記第(２)号⑤の場

合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除く。）の取引所における当社普通

株式の普通取引の終値の単純平均値とする。この場合、単純平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出

し、小数第２位を四捨五入する。
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③　行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日があ

る場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１か月前の日に

おける当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とす

る。また、上記第(２)号②の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分普通株式数は、基準日にお

いて当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通株式数を含まないものとする。

(５)上記第(２)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予約権

者と協議の上、必要な行使価額の調整を行う。

①　株式の併合、資本金の減少、会社分割、株式交換、合併又は株式交付のために行使価額の調整を必要と

するとき。

②　その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生により行使価額の調整を

必要とするとき。

③　行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあた

り使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(６)行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権者に対

し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日その他必要

な事項を書面で通知する。但し、上記第(２)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行

うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

11．本新株予約権を行使することができる期間

2024年４月９日から2027年４月８日までとする。なお、行使期間最終日が営業日でない場合はその前営業日を

最終日とする。但し、以下の期間については、行使請求をすることができないものとする。

①　振替機関が本新株予約権の行使の停止が必要であると認めた日

②　第14項に定める組織再編行為をするために本新株予約権の行使の停止が必要である場合であって、当社

が、行使請求を停止する期間（当該期間は１か月を超えないものとする。）その他必要事項を当該期間の開

始日の１か月前までに本新株予約権者に通知した場合における当該期間

12．その他の本新株予約権の行使の条件

各本新株予約権の一部行使はできない。

13．本新株予約権の取得

当社は、当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日の翌日以降、会社法第273条第２項（残存す

る本新株予約権の一部を取得する場合は、同法第273条第２項及び第274条第３項）の規定に従って、当社取締役

会が定める取得日の２週間前までに通知又は公告を行った上で、当該取得日に本新株予約権の払込金額相当額を

支払うことにより、残存する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。

14．組織再編行為による新株予約権の交付

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社となる吸収分割、

新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、株式移転完全子会社となる株式移転、又は

株式交付完全親会社の完全子会社となる株式交付（以下「組織再編行為」と総称する。）を行う場合は、当該組

織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併

設立会社、吸収分割承継会社、新設分割設立会社、株式交換完全親会社、株式移転設立完全親会社又は株式交付

完全親会社（以下「再編当事会社」と総称する。）は以下の条件に基づき本新株予約権者に新たに新株予約権を

交付するものとする。

(１)新たに交付される新株予約権の数

本新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整す

る。調整後の１個未満の端数は切り捨てる。

(２)新たに交付される新株予約権の目的である株式の種類

　　　　再編当事会社の同種の株式

(３)新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数の算定方法

　　　　組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１株未満の端数は切り上げる。

(４)新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の0.1円未満の端数は切り上げる。

(５)新たに交付される新株予約権に係る行使期間、行使の条件、取得条項、組織再編行為の場合の新株予約権

の交付、新株予約権証券の不発行並びに当該新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する

資本金及び資本準備金
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　　　　第11項乃至第14項、第16項及び第17項に準じて、組織再編行為に際して決定する。

15．本新株予約権の行使請求の方法

(１)本新株予約権を行使する場合、第11項に定める行使期間中に第20項記載の行使請求受付場所に対して、行

使請求に必要な事項を通知しなければならない。

(２)本新株予約権を行使請求しようとする場合、前号の行使請求に必要な事項を通知し、かつ、本新株予約権

の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額を現金にて第21項に定める払込取扱場所の当社が指定する口

座に振り込むものとする。

(３)本新株予約権の行使請求の効力は、第20項記載の行使請求受付場所に行使請求に必要な事項の全ての通知

が到達し、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる金銭の全額が前号に定める口座に入金

された日に発生する。

(４)本項に従い行使請求を行った者は、その後これを撤回することはできない。

16．新株予約権証券の不発行

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。

17．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果１円未満の端数を生じる

場合はその端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加

する資本準備金の額とする。

18．株式の交付方法

当社は、本新株予約権の行使請求の効力発生後、当該本新株予約権者が指定する振替機関又は口座管理機関に

おける振替口座簿の保有欄に振替株式の増加の記録を行うことにより株式を交付する。

19．本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由

本発行要項及び割当先との間で締結した引受契約に定められた諸条件を考慮し、一般的な価格算定モデルであ

るモンテカルロ・シミュレーションを基礎として、当社の株価、ボラティリティ、当社株式の流動性、当社及び

割当予定先の権利行使行動等を考慮した一定の前提を置いて評価した結果を参考に、本新株予約権１個の払込金

額を金4,780円とした。

20.行使請求受付場所

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

21．払込取扱場所

東日本銀行　本店営業部

22．社債、株式等の振替に関する法律の適用等

本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について同法の規

定の適用を受ける。また、本新株予約権の取扱いについては、株式会社証券保管振替機構の定める株式等の振替

に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従う。

23．振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋兜町７番１号

24．その他

(１)会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読替えその他の措置が必要となる場合には、当社は必要な

措置を講じることができる。

(２)上記のほか、本新株予約権の発行に関して必要な事項の決定については、当社代表取締役社長に一任す

る。

(３)本新株予約権の発行については、金融商品取引法に基づく届出の効力の発生を条件とする。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社テクノロジーズ(E38256)

四半期報告書

 9/23



 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年２月１日
～2024年４月30日

－ 2,820,400 － 630,300 － 186,300

 

 
 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 
 

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2024年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

① 【発行済株式】

 
   2024年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

－ －
100

完全議決権株式(その他)
普通株式

28,190

完全議決権株式であり、株主としての
権利内容として何ら制限のない当社に
おける標準となる株式であります。ま
た、単元株式数は100株であります。

2,819,000

単元未満株式
普通株式

－ －
1,300

発行済株式総数 2,820,400 － －

総株主の議決権 － 28,190 －
 

(注) 単元未満株式には、当社所有の自己株式2株を含めて記載しております。

② 【自己株式等】

2024年４月30日現在

所有者の氏名
 又は名称

所有者の住所
自己名義

 所有株式数
 (株)

他人名義
 所有株式数

 (株)

所有株式数
 の合計
 (株)

発行済株式
 総数に対する
 所有株式数
 の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社テクノロジーズ

東京都港区白金１丁目27
番６号

100 ― 100 0.00

計 ― 100 ― 100 0.00
 

(注) 当第１四半期会計期間末時点の自己株式数は102株となっています。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2024年２月１日から2024年

４月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2024年２月１日から2024年４月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、監査法人　銀河による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社テクノロジーズ(E38256)

四半期報告書

12/23



１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年１月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年４月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,669,780 5,413,004

  受取手形及び売掛金 1,982,731 211,234

  仕掛品 21,761 95,050

  原材料及び貯蔵品 227,272 243,021

  未成工事支出金 2,105,667 2,244,412

  その他 468,234 871,850

  貸倒引当金 △34,454 △987

  流動資産合計 8,440,992 9,077,585

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 182,878 171,823

   機械装置及び運搬具（純額） 556,037 547,888

   工具器具及び備品（純額） 13,333 21,045

   土地 5,082,882 5,104,220

   リース資産（純額） 258,148 240,693

   有形固定資産合計 ※１  6,093,281 ※１  6,085,672

  無形固定資産   

   のれん 177,919 169,785

   その他 37,175 33,386

   無形固定資産合計 215,094 203,171

  投資その他の資産   

   投資有価証券 14,825 18,425

   長期貸付金 178,000 178,000

   繰延税金資産 190,128 151,434

   その他 1,077,872 1,004,043

   貸倒引当金 △9,894 △9,894

   投資その他の資産合計 1,450,931 1,342,008

  固定資産合計 7,759,308 7,630,852

 資産合計 16,200,301 16,708,438
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2024年１月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年４月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 448,758 504,643

  短期借入金 3,819,031 4,029,830

  １年内返済予定の長期借入金 798,284 777,253

  １年内償還予定の社債 399,000 410,000

  前受収益 139,950 157,770

  未払法人税等 2,652 1,529

  前受金 717,860 1,683,672

  その他 394,603 639,334

  流動負債合計 6,720,139 8,204,033

 固定負債   

  長期借入金 2,707,398 2,315,729

  社債 613,000 435,000

  リース債務 207,207 186,437

  長期前受収益 1,929,512 1,909,061

  訴訟損失引当金 260,000 260,000

  資産除去債務 33,548 33,628

  繰延税金負債 11,114 10,600

  その他 244,916 192,093

  固定負債合計 6,006,698 5,342,550

 負債合計 12,726,838 13,546,584

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 630,300 630,300

  資本剰余金 221,343 221,343

  利益剰余金 94,293 46,069

  自己株式 △328 △328

  株主資本合計 945,608 897,384

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1 1

  その他の包括利益累計額合計 1 1

 新株予約権 ― 13,384

 非支配株主持分 2,527,852 2,251,083

 純資産合計 3,473,462 3,161,853

負債純資産合計 16,200,301 16,708,438
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自　2023年２月１日
　至　2023年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年２月１日
　至　2024年４月30日)

売上高 217,582 1,745,022

売上原価 139,794 1,403,212

売上総利益 77,788 341,809

販売費及び一般管理費   

 役員報酬 18,654 25,766

 給与手当 17,723 75,465

 支払手数料 20,955 69,650

 その他 51,173 186,730

 販売費及び一般管理費合計 108,506 357,611

営業損失（△） △30,718 △15,801

営業外収益   

 受取利息 1 2,237

 貸倒引当金戻入益 ─ 21,000

 受取精算金 ─ 1,751

 雑収入 101 7,139

 営業外収益合計 103 32,128

営業外費用   

 支払利息 532 24,440

 支払保証料 13 3,274

 雑損失 ─ 4,893

 営業外費用合計 546 32,607

経常損失（△） △31,161 △16,281

特別利益   

 固定資産売却益 ─ 11,034

 特別利益合計 ─ 11,034

特別損失   

 固定資産売却損 ─ 4,176

 固定資産除却損 0 10

 特別損失合計 0 4,187

税金等調整前四半期純損失（△） △31,161 △9,433

法人税、住民税及び事業税 117 178

過年度法人税等 △4,080 ─

法人税等調整額 △7,125 38,180

法人税等合計 △11,087 38,359

四半期純損失（△） △20,073 △47,793

非支配株主に帰属する四半期純利益 ─ 431

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △20,073 △48,224
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自　2023年２月１日
　至　2023年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年２月１日
　至　2024年４月30日)

四半期純損失（△） △20,073 △47,793

四半期包括利益 △20,073 △47,793

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △20,073 △48,224

 非支配株主に係る四半期包括利益 ─ 431
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2024年１月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年４月30日)

有形固定資産の減価償却累計額 916,743千円 945,242千円
 

 
 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとお

りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2023年２月１日
至　2023年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年２月１日
至　2024年４月30日)

減価償却費 1,554千円 44,155 千円

のれんの償却額 783〃 8,133 〃
 

 
 

(株主資本等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 2023年２月１日 至 2023年４月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額

(注)
ITソリュー
ション事業

 
SaaS事業 計

売上高      

一時点で移転される財 179,619 10,155 189,775 － 189,775

一定の期間にわたり移転され
る財

－ 27,806 27,806 － 27,806

顧客との契約から生じる収益 179,619 37,962 217,582 － 217,582

外部顧客への売上高 179,619 37,962 217,582 － 217,582

セグメント間の内部売上高又
は振替高

5,359 － 5,359 △5,359 －

計 184,979 37,962 222,941 △5,359 217,582

セグメント利益又は損失(△) 3,672 △34,391 △30,718 － △30,718
 

(注) セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 
当第１四半期連結累計期間(自 2024年２月１日 至 2024年４月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額

(注)
再 エ ネ ソ
リューショ
ン事業

ITソリュー
ション事業

 
SaaS事業 計

売上高       

一時点で移転される財 804,008 129,599 － 933,608 － 933,608

一定の期間にわたり移
転される財

736,775 － 33,865 770,640 － 770,640

顧客との契約から生じ
る収益

1,540,783 129,599 33,865 1,704,249 － 1,704,249

その他の収益（注２）  40,773 － － 40,773 － 40,773

外部顧客への売上高 1,581,556 129,599 33,865 1,745,022 － 1,745,022

セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ 3,297 － 3,297 △3,297 －

計 1,581,556 132,897 33,865 1,748,319 △3,297 1,745,022

セグメント利益又は損失
(△)

19,885 3,095 △38,782 △15,801 － △15,801
 

(注) １．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

２．「その他の収益」は、不動産賃貸収入等であります。

 
 ２ 報告セグメントの変更等に関する事項

当社グループは、前第２四半期連結会計期間より株式会社エコ革を連結子会社化したことに伴い、主に太陽光発

電設備の施工・販売を行う「再エネソリューション事業」を新たに報告セグメントに追加しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間

(自 2023年２月１日
 至 2023年４月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年２月１日
 至 2024年４月30日)

１株当たり四半期純損失(△) △7円17銭 △17円10銭

 (算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円) △20,073 △48,224

 普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
 四半期純損失(△)(千円)

△20,073 △48,224

 普通株式の期中平均株式数(株) 2,801,524 2,820,298

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

(注) １．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

２．当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

　　2024年６月14日

株式会社テクノロジーズ

取締役会  御中

 
監査法人　銀河

 

東京事務所
 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 柄　　　澤　　　明  

 

 
業務執行社員  公認会計士 四　ツ　橋　　　学  

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テクノ

ロジーズの2024年２月１日から2025年１月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2024年２月１日から

2024年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2024年２月１日から2024年４月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テクノロジーズ及び連結子会社の2024年４月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
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実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上
 

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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